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はじめに 

 ご紹介いただきました特別区長会事務局次長の志賀でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 本日は、「特別区制度をめぐる課題」ということでテーマをいただきました。区長会事務局とい

う立場で先生方に講師というのも僣越なのですが、逆に事務局としてさまざまな場面に立ち会って

おりまして、これまでも都区制度改革の流れの中で、あるいは毎年行っている都区財政調整協議、

あるいは、ご案内かと思いますけれども、都区のあり方検討という取り組みでは、私ども事務局と

してさまざまな資料等をつくりながら、都区の協議に当たらせていただいておりますので、現時点

でこれまでの経緯を整理させていただいて、それが何らかの形で先生方のご参考になればというこ

とで参らせていただきました。そういうことでしばらくお時間をちょうだいできればと思います。 

 今日は、大きく分けて４つのことをお話しさせていただきたいと思っております。 

 １つは、都区制度改革の経緯と現行制度の概要ということで、現在の都区制度というものがどう

いう位置に置かれているのか。２点目は、都と区の間では昔から財源問題でさまざまなやりとりを

しておりまして、その財源問題をきっかけとして、もう一度、都区のあり方を見直そうということ

で始まった都区のあり方検討が現在どういうふうになっているか。３点目は、現在の都区制度を一

番特徴づけておりますのは、都区財政調整制度という、全国的には唯一ここだけにある自治体間の

財政調整の仕組みですけれども、その協議の現状はどういうふうになっているのか。４点目は、特

別区を取り巻くさまざまな動きということで、地方分権改革の中で特別区としてはどのようなこと

を考えていくべきなのか。また、将来、特別区はどのような方向に向かっていくのか。どういう議

論があるのかということをご紹介させていただきたいと思っております。 

 内容的にはかなり盛りだくさんでございまして、今日、お手元に資料を２つ用意させていただき

ましたが、１つは薄い色刷りで、今日ご紹介するパワーポイントの中身です。これが要約となりま

すので、これに沿ってお話をさせていただきますが、詳しくは、もう１つ、参考資料というのをつ

くりました。こちらのほうは、今日お話しする内容について、それぞれコンパクトにまとめてはい

ますけれども、さまざまな資料を掲載してありますので、後ほどご活用いただければと思います。 

 それでは、順次、話に入らせていただきたいと思います。 

 

都区制度改革の経緯と現行制度の概要 

 まず最初に、都区制度改革の経緯と現行制度の概要ということですが、ここではポイントとして

３点お話し申し上げたいと思っております。 
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 １つは、戦後、都区制度改革というのはさまざま行われてきたわけですが、この改革の流れとい

うのは、東京大都市地域と言われる 23 区の区域の一体性を確保しつつ、それとどのように調和さ

せながら身近な自治を確保していくか。つまり特別区の自治権をいかに確保していくかということ

で、順次、身近な自治を強化する方向で来た。そういう歩みであったということを振り返っていた

だきたいということです。 

 ２点目は、そのような流れの中で、平成 12 年改革が現行制度のもとでの集大成ということにな

ったわけですが、そこでは都区の役割分担、あるいは財源配分の原則が法定されて、東京大都市地

域においては広域自治体と複数の基礎自治体の二層制という、現行の自治制度が確立した。そうい

う改革であったということです。 

 ３点目は、そういう都区制度でありますけれども、都と区の認識次第では、実は諸刃の制度であ

る。あるときにはいい方向に向かい、あるときには悪い方向に向かい得る、そういう制度であると

いうことをごらんいただきたいと思っております。 

 

 まず、東京大都市地域というところを振り

返っていただきますと、１つは、人口の密集

度合いを見ると、横浜市、大阪市、名古屋市、

神戸市、京都市、この５つの都市は戦後に限

らず戦前から、常に我が国における大都市制

度のあり方が問われてきた５大市と言われて

いるものでありまして、東京とこの５大市を

どういうふうにつくるかというのが、まさに

大都市の制度的な問題でした。東京の大都市地域、つまり特別区の区域は、５大市をすべて足し上

げたものに匹敵するぐらいの規模を持っている巨大な都市で、特に昼間人口の集積度に表れている

ように、ほかには見られないような集中度を持っている。そういう地域であるということです。 

 一方、特別区の区域を 23 区に分割すると、税収は区ごとに偏在するということです。これは当

然で、１つの大都市地域である以上、その大都市地域の中でさまざまな地域分担をしております。

業務地、住宅地、商業地といったさまざまな分担がありまして、１つの大都市地域を個々に分割し

ていくと、税収の偏在が出てきます。図の区域内税収というのは、現在特別区が徴収しているもの

と、東京都が市税の部分を徴収しているもの、それを合わせた規模ということです。行政需要とい

うのは、いわば市の需要としてどういうような行政需要があるかということを推計したものですが、
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現在、区が行っているものと都が行っているものを足し上げて推計してみたものです。これを比較

いたしますと、区域内税収と行政需要のアンバランスが地域ごとに著しい。特に都心地域において

は、想定される行政需要に対してと

てつもなく大きな税収があり、片や

周辺区においては、区で行うべき行

政需要に対して税収が非常に少ない

ので、市として行うべき事務が行え

ないというような姿になります。こ

れをトータルとしてどのように調整

していくかということが常に問われ

ているわけです。 

 そういうような地域の特色がありまして、過去、東京大都市地域をどのような制度にするかとい

うことについてはさまざまな歴史がありました。それを簡単に振り返らせていただきたいと思いま

す。 

 まず、戦前の話をざっといたしますと、幾つかのポイントがあります。まず最初のポイントは、

いわゆる「市」と言われているものよりも、

「区」のほうが先に誕生しているということです。

最初の自治制度、郡区町村編制法というのがあり

まして、郡区町村の「区」というのが、まさに特

別区の前身の「区」でした。東京市ができたのは

明治 22 年でありまして、それよりも前に既に区

は存在していた。その後、幾多の変遷を経る中で、

区は常に法人格を持って存在しています。区会（今の区議会の前身）は東京市になった後もずっと

存在しており、それがほかの大都市、大阪とか京都とは決定的に違うところです。常に自治の母体

があったということが、その後の制度の変遷の中では決定的な意味を持ってまいります。 

 明治 22年、東京市ができたときには 15区ありまして、これは今の特別区の前身ですが、明治に

入って東京府ができたときは、大きさ的にはほぼ今の 23 区の区域でした。そのうちの中心の部分、

昔の奉行所とかが支配していたような地域が 15 区ということでつくられまして、そのまわりは郡

ということだったのです。そして、15 区の部分をもとに東京市というものができた。多摩地域が

入ってきたのは明治 26年で、このときから今の東京都の形ができてきたということです。 
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 もう１つ、歴史の中で大きなポイントは、大正１１年、都市計画という制度が我が国に導入され

た当初の段階で、今の特別区の区域で都市計画を定めるというもくろみが行われたということです。

このとき東京市というのは今の特別区の区域の一部だったわけですが、その周りの郡も含めて都市

計画というものが定められた。その範囲は、ほぼ多摩地域が編入される以前の東京府の区域、つま

り現在の特別区の区域です。そのときからこの地域は一体の都市計画を定めるべき区域として変遷

していくことになります。それを象徴するかのように、昭和７年、「大東京市」ということで、東

京都市計画の範囲である 15 区の周辺の郡を再編して、35 区という形で東京市が拡大したというこ

とがありました。 

 さらに、もう１つの大きなポイントは、現在の東京都制という制度は、実は戦時体制下に発足し

ました。昭和 18 年、帝都を中央集権体制で固めるということで行われ、それが今日、形を変えて

残っているということです。ただ、先ほど言いました、区を１つのベースとしながら、さまざまな

自治権拡充運動が明治のときからずっとありまして、最初、区のレベルの権限をいかに強化するか

ということで向かった先は、東京市をつくるという方向に向かっていきました。それで今度は「東

京市」対「東京府」という関係の中で、東京市をより強化する議論や「区」の自治権を強化する議

論等が重なった中で、東京都という制度をつくっていくという構想もあり、その東京都制をつくっ

た中で区の権限をもっと強化していくというような運動が実はあったのです。しかし、そういう流

れで都制ができたわけではなく、ある意味それが１つの流れとしてうまく使われたような形で、中

央集権体制としての都制が生まれたということです。 

 戦後になりまして、都制はある意味、民主的な制度に換骨奪胎されることになります。つまり、

戦後の新たな都制のもとで 23 特別区が生まれたということです。ちょうど自治法が発足したとき

に特別区という概念が生まれたということになります。 

 戦後、一番最初に自治制度が発足したときには、

特別区というのは、基本的には市と同一の権能を

持ち得る団体でした。昭和 22 年５月３日に憲法

と地方自治法が施行されましたが、区長会が設立

されたのは、その２日前の５月１日でありまして、

このとき同時に特別区協議会というものが設立さ

れています。その特別区協議会のもとに、８月１

日、特別区議会議長会というものが置かれて、特別区協議会に事務を委嘱するということが行われ

ました。区長会、議長会という組織は、その後、特別区の自治権を拡充するために、両輪になって
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さまざまな運動を展開していく母体となったわけです。 

 いずれにしても、戦後当初は、特別区であるとは言いながらも、権限としてはほかの市と同じも

のを持ち得る状態だった。ところが、これは特別な制度で、東京都との関係でこの地域の一体性を

損なわない限りで権限を認めるということでしたので、東京都が権限を渡さない限り、区には権限

は来ないという制度でした。実際に都が権限を渡そうとしないために、区と都の間で猛烈な争い事

が起きてまいります。そうこうしているうちに、ごくわずかな期間でしたが、都区の自治紛争の激

化もありましたし、戦後の民主化運動の流れが少しベクトルが変わってくるというようなこと、あ

るいは、東京の復興をさらに進めていかなければいけないというような要請とか、いろいろなもの

が混ざって、特別区を都の内部団体に転落させるというような大改悪がわずか５年後に行われてい

ます。このときに区長の公選も剥奪されてしまいましたし、事務権能も限定されました。それが、

特別区として普通の自治体になるための自治権拡充運動を行っていく出発点になったところです。 

 その後、東京が発展していく中で、行政需要が膨大なものとなる一方、自治権拡充運動もさまざ

ま展開されてまいりまして、そういう流れの中で徐々に特別区の権限が強化されてまいります。 

１つの大きな改革として、昭和 40 年に福祉事務所の移管等が行われています。このとき特別区

の自治権が拡充されたということだけではなく、非常に大きな意味があったのは、それまでは東京

都がすべて府県の事務、市町村の事務を預かって、区はそのうちのごく一部の事務を行うという関

係にあったわけですが、東京都が県の事務も市町村の事務も全部抱えていることで限界が来てしま

った。都政が麻痺をしているというような評価がされ、特別区に自治権を移譲せざるを得なくなっ

たということです。昭和 40 年の改正というのは、特別区の区域全体を単一の自治体が担うのは無

理だということを歴史的に証明したということでもあります。東京市というのがないというのは、

こうしたことにも表れています。 

 もう１つ、昭和 50 年の改正も非常に大きな改正でした。このとき区長の公選が復活し、それま

で東京都の職員が区に配属されていた、配属職員制度というものも廃止されて、区長の人事権が確

立しました。区税についても独自に定められるようになった。財政調整の仕組みについても、単位

費用化と言いまして、基本的には東京都の裁量ではなく、自動的に計算されるような方式に変わり

ました。また、事務処理の原則については、それまでは限定列挙で、区ができる仕事はこれとこれ

とこれということであったのが、都の行う事務を除き、原則として市の事務を区が行うという大転

換がありました。その中で保健所の移管もなされたというような、大きな改革でした。 

 事実上、昭和 50 年の改革をもって特別区は基礎自治体になったと言っていいと言われているの

ですが、しかし、あくまでもこの改革は試みであると言われまして、制度的には東京都が引き続き
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基礎自治体としての性格を兼ねるということでした。もしこの改革でうまくいかなければ元に戻す

というような国会答弁がされたわけです。 

 この昭和 50 年の改革をもとに、特別区は事実上、基礎自治体としての仕事に邁進いたしまして、

さらに自治権の拡充運動を猛烈に展開して、東京都を巻き込みながら、それからはるかな年月を経

てようやく平成 12 年の改革で基礎自治体に戻ったといいますか、法的に基礎自治体の地位を獲得

したということになったわけです。平成 12 年の改革で、東京都は明確に他の府県と同じように広

域自治体であると。特別区が基礎自治体であるということがはっきりして、特別区の区域において

も二層制が実現するということになったわけです。 

昭和 27年に内部団体に転落してから約半世紀、昭和 50年の改革から四半世紀の時を経て、よう

やく法的に基礎自治体になったわけですが、それはいかにこの地域における自治権の拡充の取り組

みが難しかったかということでもあります。先ほど冒頭で申し上げたとおり、23 区の区域という

のは１つの大きな大都市地域である。そうである以上、大都市地域としての一体性を確保しなけれ

ばならない。その一方で、身近な自治についても基礎自治体としての自治権を確保しなければいけ

ない。この２つの要請をどこで調和させるかというのは非常に難しい命題でありまして、特別区が

必死になって自治権の拡充に取り組んできた結果、みずからの自治を強化するという方向に向かい、

特別区が基礎自治体として確定したというようなことであります。 

 その結果できた平成 12 年改革について、地方自治法の役割分担規定をごらんいただきたいと思

います。 

 都と区についてはっきり書かれたのはこれが初めてでありまして、まず、東京都は、「特別区を

包括する広域の地方公共団体として、第２条第５項において都道府県が処理するものとされている

事務」、この第２条第５項の事務というのは

通常の都道府県が行っている事務でして、広

域にわたる事務、市町村に関する連絡調整に

関する事務、それから、一般の市町村による

処理が不適当な事務を都道府県が行う。東京

都もその事務を行う。さらに、「特別区に関

する連絡調整に関する事務のほか、同条第３

項において市町村が処理するものとされてい

る事務のうち」、これは都道府県が行うものを除き一般の市町村が広く地方公共団体の事務を担う

という、その規定の部分ですが、市町村の事務うち、「人口が高度に集中する大都市地域における
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行政の一体性及び統一性の確保の観点から当該区域を通じて都が一体的に処理することが必要であ

ると認められる事務を処理するものとする」と書いてあります。要するに「人口が高度に集中する

大都市地域」というのは、他の大都市と比べてもなお一層集中が著しい地域であるということで、

現在、我が国においては東京の地域しか指定されていないのですが、そのことを言っております。

そういう大都市地域における行政の一体性、統一性の確保の観点から、都が一体的に処理しなけれ

ばいけないものについては、通常であれば市町村の事務であっても都が担うとしているわけです。 

 もう１つは、特別区についての規定ですが、「特別区は、基礎的な地方公共団体として、（中

略）都が一体的に処理するものとされているものを除き、一般的に（中略）市町村が処理するもの

とされている事務を処理するものとする」というようになっています。ここでごらんいただきたい

のは、「都は（中略）特別区を包括する広域の地方公共団体」、「特別区は、基礎的な地方公共団

体」という文言で、自治法の第２条に書いてあります都道府県と市町村についての規定と同じ書き

方です。つまり特別区は他の市町村と同じように基礎的な地方公共団体であるということが、法律

上、明確になったということです。 

 しかし、特別区の区域の特殊性から、都と区の役割分担については、他の都道府県と市町村との

関係とは違う特例を置くというのが、東京都の規定で書かれているということです。 

ここには２つ論点がありまして、１つは、一体的に処理しなければいけないということについて、

仮にこの地域において一体的に処理しなければいけないことがあるとすれば、都の規定にあるよう

に、都がすべて行うのかということです。これについては、当時の法改正の趣旨の説明の中では、

そうではないと。「行政の一体性及び統一性の確保の観点」というのは、特別区の該当地域に求め

られる行政上の要請であり、それはまず特別区が担うべきだというふうに書いてあります。共同す

るなり、連携するなり、あるいは東京都がその調整の労をとるなりして、いずれにしても特別区が

その責任を果たすのが第一義で、それができない場合に初めて東京都がみずから処理をする。そう

いう趣旨を言っております。したがって、特別区としてはこの地域全体のことに意を用いながら、

それぞれの区の行政を行っていくことが求められるということです。 

 もう１つ、特別区の区域の特殊性、都と区の分担の特殊性ということについては、特別区の自主

性を確保しつつ、大都市行政の一体性を追求するということですので、ある意味それはベクトルが

逆を向いているということです。二律背反の要請である。それがうまくいくかどうかということに

ついては相当な努力が必要であると、法の趣旨の説明の中に書かれております。そういうような要

請を受けながらこの地域の行政が行われていかなければいけないということです。 

 ちなみに、都と区の規定というのは、地方自治法の規定の中では、特別地方公共団体の編の中で、



8 

「特別区」という章の中で書かれているのですが、特別地方公共団体であるがために、特別区とい

うのは制限された自治体なのではないか。したがって、一日も早く普通地方公共団体になるべきだ

というような議論があります。しかし、特別地方公共団体であるのか、普通地方公共団体であるの

かというのは、実は自治権とは関係ないというのが今ではむしろ一般的かと思っています。特別区

がほかに例のない大都市地域における特別な制度のもとに置かれていますので、通常の都道府県と

市町村と異なる分担関係を持たなければいけない。そういう制度であるがために特別地方公共団体

と言っているにすぎないということです。 

 かつて地方自治法ができた当初は、今の政令指定都市の制度ではなく、「特別市」という制度が

ありまして、これは府県と市町村を一体にしたスーパー基礎自治体みたいなものでした。特別市の

区域には府県は存在しないというようなことが制度上予定されておりましが、この「特別市」は特

別地方公共団体であったということですので、決して特別地方公共団体は自治権を制限される自治

体ではないということでございます。 

以上のような規定が置かれて、平成 12年の改革がスタートいたしました。 

 次に、都区制度の概要について、図を見ながらおさらいをさせていただきたいと思います。 

 今申し上げたとおり、政令指定都市制度というのが我が国の大都市制度の一般的な制度としてあ

るわけですが、その政令指定都市制

度でも対応できないような超巨大な

大都市地域に適用されるのが都区制

度ということです。大都市地域にお

ける身近な自治と一体性をともに確

保するために、単一の自治体が預か

るのではなく、つまり東京市ではな

く複数の 23 区、それと東京都の特

別な分担で行う。したがって、その

ための特別な制度を設ける。さらに、その役割分担とか財源配分については法律上の原則でそのあ

り方を定めるけれども、実際の分担関係、財源配分については都と区の協議で決めるというのが法

律のつくり方であります。 

 原則として都と区は府県と市町村との関係であるということですが、大都市地域の特殊性から、

一体的に処理しなければならない事務が存在するということで、行政上の特例として東京都が市の

事務の一部を担う仕組みを設けています。これが消防とか上下水道、あるいは大きな都市計画とい
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ったものですが、そういう特別な役割分担を置く。 

問題はそれを処理するための財源をどうするかということで、これについては当然、府県である

以上は府県財源があるということですので、府県事務に府県財源を充てるのはいいんですけれども、

東京都が市の事務の一部を担うときの財源をどうするかということがありまして、税制上の特例と

して、東京都に市税の一部を徴収させるという仕組みが設けられています。 

 さらに、先ほど申し上げたように、特別区の区域は個々の区ごとに分解すると著しい税源の偏在

がありますので、特別区がそれぞれなすべき事務をなすためには、財源の調整をしなければいけな

い。 

その２つを満たすために、都と区の共有財源という形で、固定資産税、あるいは市町村民税法人

分というものを使うということになっています。それを都と区で分け合う制度が都区財政調整制度

でありまして、都と区はこの財源を使ってそれぞれの事務を行っていくことになります。 

東京都は今、財政調整で 45％分を都に留保し、主としてまちづくりの財源である事業所税とか

都市計画税を使って、都が行う大都市事務に充てる。区のほうは、財政調整の 55％分と、特別区

民税等の区税とかを使って本来の市町村事務に充てる。こういうような関係になっております。 

 府県事務には府県財源、市の事務には市の財源、しかもそれを都と区で分けるというのは非常に

すっきりしているのですが、実は東京都は府県財源と市の財源を別々に経理しておりません。何が

府県財源で何が市町村財源かというのははっきりわかるのですが、東京都の財布に入りますと１つ

の財布になってしまいますので、あくまでそれは都税である。都税を何の事務に使うかといった出

口は、府県事務でもなく、大都市事務でもなく、都の事務であるということになりますので、府県

事務と大都市事務の境目がはっきりしなくなってしまうわけです。そうしますと、どこまでを市の

財源で充当すべきなのかということがあいまいになってしまう。ここが都と区の財源問題の一番桎

梏に当たる部分です。 

 都の中の府県事務と大都市事務の境目が明らかにならないと、当然、市町村事務の中の都と区の

境目も明らかになりませんし、本来、財政調整制度を使ってどう分けるべきかというような基準も

明確ではなくなってしまう。これが都と区の間の非常に難しい問題で、過去、この問題をめぐって

何度も何度も都と区はぶつかり合ってきました。平成 12 年に自治法で原則が書かれましたので、

それをもとに都と区の間ですっきりとこの問題を解決したかったのですが、いまだに尾を引いてい

るということです。 

 都区制度を考えていくときには、先ほど諸刃と申しましたが、大きく２つの方向が考えられます。

１つは、自治法の原則に基づいて、都と区が円満に、お互いに承知し合ってこれでいきましょう、
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結構ですね、という関係で仕事を分けて、財源も分けてというふうにやっていくことができれば、

都区制度は非常にすばらしい制度であるということになります。国の関与を経ずに、あるいは国が

一律に定めるのではなく、都と区がその時々の事情に応じて柔軟に役割分担を見直し、財源配分を

見直すことができるということです。 

ところが、都と区の認識が相違をしてしまいますと、究極のところは財源問題でけんかをしてし

まう。そうするとお互いに円満に事務を分担し合っていきましょうというよりは、お互いが好き勝

手なことをやるという関係になってまいりますので、せっかくの都区制度が生きてきません。これ

がもう一つの方向です。 

 そういうようなことで、平成 12 年の改革のときに財源問題がきちんと解決しなかったというの

が、次のテーマになってまいります。 

 

都区間財源問題と都区のあり方検討 

 都区間財源問題と都区のあり方検討について、

ここでも３つお話ししたいポイントがあります。 

１つは、今申し上げたとおり、本来果たすべ

きであった平成 12 年改革における法改正の趣

旨にのっとった財源配分がいまだに未完である

ということです。２点目は、協議の結果、事務配分を初めとして、都区のあり方について再度、根

本的、かつ発展的に検討していこうということになったという経緯があります。３点目は、これま

で取り組んできた都区のあり方検討で、昨年度の終わりに都の事務の仕分け作業がとりあえず一巡

した、そこまで来たということです。 

 

 まず、平成 12年４月に間に合わなかった問題を、平成 12年改革の後に協議しましょうというこ

とで都と区で約束して、「主要５課題」という協議をいたしました。これは主として都と区の役割

分担を明確にして、その役割分担に基づく財源配分を行う関係をきちんとつくるということでした。

その背景には、平成 12 年の改革で、他の市町村と同じように特別区優先の原則が自治法上明確に

なった。したがって、東京都が行う市の事務の領域といっても、それはあくまでも限定的なもので

あるということ。さらに、財源配分は都と区の役割分担に応じてなされるべきで、東京都が自由に

使ってはいけない。都が限定的に行う事務の限りで都に市町村財源を残す。それ以外は区が広く使

う、そういう関係になった。この関係を都と区の間ですっきりさせたかったということです。 
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 それをしないと、住民に対する都区の行政

責任の明確化という目的が果たせない。この

住民に対する都区の行政責任の明確化という

命題こそ、都と区が長年、都区制度改革を目

指してきたテーゼなのです。しかし、せっか

く法律上明確になったのに、いまだに現実の

世界ではここがあいまいであるというのが今

の問題です。いずれにしても、そういうよう

なことができて、初めて基礎自治体としての区の基盤が確立し、東京都は逆に身軽になって、広域

的な課題に邁進していく。そういう両者の関係の中で大都市地域におけるパートナーシップ、ある

いは住民福祉の向上に向けた態勢が確保できるということなのですが、これがいまだに目指すべき

方向ということで、未完であるということです。 

 平成 12 年改革の後、今言いました財源配分の問題を延々とやったのですが、都の事務のうちの

府県事務はどこまでで、例外的に行う市の事務はどこまでなのか。例外的に行う市の事務の範囲で

市の財源を充てるということを東京都と区でやりとりをしたときに、東京都のほうは、できるだけ

市の事務の範囲を増やしたい。つまり都が使う財源は多くなければいけない。今でも足りないと。

逆に区のほうは、都が言っている市の事務というのは、本来、府県事務ではないのか。したがって

府県財源を充てるべきで、都が使う市の財源はもっと少なくてしかるべきだというやりとりをさん

ざんしました。 

しかし、一個一個、事務を分解して積み上げていったところ、東京都は、市の財源を充てるべき

範囲は１兆 2,000 億円、区のほうが計算するとそれが 6,800 億円ということで、5,000 億円以上差

が出てしまいました。したがって、これはど

うやってもらちがあかないということになり

まして、財源配分のあり方はひとまず横に置

いて、都区のあり方検討をもう一回やり直す。

そして、やり直した結果で財源配分の問題に

ついては整理をしようじゃないかということ

になりまして、平成 19 年１月に都区のあり

方検討委員会を設置しました。 

 そうはいっても、財源配分の問題をあいまいなままにしておくわけにいきませんので、当座はど
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うするかということを協議して、当時、国と地方の関係で三位一体改革ということで、できるだけ

自治体に仕事をおろしていく、あるいは、それに伴って国の役割を縮小していく。特に国庫補助金

をできるだけ縮減して、どうしても地方がやらなければいけないものがあるならば、それは財源を

つけて地方に渡す。もう１つは地方交付税の見直しを行うということで、国庫の問題と税の移譲の

問題、それから地方交付税の問題、その３つを同時に行う。そういう三位一体改革が行われまして、

特別区にとっては国庫補助金はなくなるし、税の移譲のされ方が、税率をフラット化させるという

方向でしたので、全体としては税収も落ちてしまった。ダブルでマイナスになってしまったという

ことがありまして、東京都から財源を移転するという協議を行い、難航しましたが、財源の移譲も

含めて、配分率を 52％から 55％に上げるという整理をしました。この 55％をもって、今後、税制

改正なり役割分担の変更がなければしばらく安定化させようと。安定化させておいて都区のあり方

検討を行い、その結論が出たときにもう一回、財源配分については整理をしようということになっ

たわけです。 

 その後、都区のあり方検討についてどんなやりとりをしているかというのは区長会のホームペー

ジに逐一出ておりますので、それをごらんいただければと思いますが、あり方検討について、区長

会としてはそれぞれの課題について臨む方針を定めて取り組んできました。 

一番大きな課題である事務配分の見直しについては、基礎自治体優先の原則に立って、東京都の

事業を例外なく検討していこうという方針です。つまり府県事務も市町村事務もなく、東京都の内

部管理的な事務を除いて、すべて検討の俎上に乗せて、都でなければできないというもの以外は区

が受けていく。そういう姿勢で臨もうということでした。 

 それから、区域のあり方については、東京

都が、千代田区から世田谷区まで千差万別の

規模がある、それを再編して初めて今後の事

務配分の受け皿が整うのではないかというよ

うなことを言いながら、区域の再編について

議論すべきだと盛んに言ってきたのですが、

区域のあり方の問題というのは、東京都がも

ともと府県として勧告権があるということも

ありますので、都の考え方を聞こうではないかと。聞くけれども、それを都と区の間で合意したり、

あるいは 23 区の間で仕切ったりという問題ではなく、各区の生き方の問題なので、それぞれの区

が判断するということにとどめる。そういうことで臨んでいこうということでございました。 
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 それから、３つ目の柱は税財政の制度をどうするかということですが、事務配分の議論で大きく

区に事務を移譲するというような話が出てくれば、今まで東京都がその事務に使っていたお金を区

に移してもらうということを最大の眼目として、さらにあり方検討の見直しが終わった暁には、財

政の問題については基本的に区がお互いの協議の中で主体的に調整できるようにしたい。そういう

ような姿勢で取り組んでまいりました。 

 平成 19 年１月に検討を開始しましたので、もう４年以上たっているわけです。その結果どこま

で来たかということですが、今年１月の都区のあり方検討委員会の幹事会で、当初設定した 444項

目の課題について、検討の方向付けが一巡しました。444 項目というのは、先ほど申しましたとお

り、都の内部管理事務を除いて、都のほとんどの事務を対象にした膨大な作業でした。 

結果としては、区に移管する方向でいいのではないかということで都と区で一致したのが 53 項

目。道路や河川のように、都と区の役割分担でやるけれども、今の区の役割をもう少し増やそうで

はないかという方向で一致したのが 30 項目。是非を引き続き検討というのが 101 項目。これは都

と区の見解が一致しませんで、区のほうは、区のほうに移すか、あるいは区の役割を増やすと言っ

たのに対して、東京都は現状のまま都が行うと言ったものです。それから、区のほうも、都に引き

続き残してしかるべきだと言ったのが 184 項目。そのほか対象外としたのが 75 項目ありました。

結果としては検討したもののうちの半分は都に残すということで一致しましたけれども、それ以外

については区のほうからは、区の役割を増やせ、あるいは区に移せと言ったわけです。 

 これからどうするかということに

ついてはまだ保留状態ですが、区の

ほうとしては、せっかく４年間かけ

て検討した成果ですので、少なくと

も区に移管する方向で一致した 53

項目については実務レベルで具体化

の検討に入りたいと盛んに申し上げ

ていまして、東京都の内部の検討を

待っているところです。 

 議論の中で、昨年、江戸川区で不幸な事故がありました。児童相談所の問題が非常に大きな問題

になりまして、これはほかの課題と切り離して早急に結論を出すべきであると。起きた事故という

のは、東京都が児童相談所を持ち、区が相談業務を持つという、今の二元体制の狭間で起きた問題

ではないかというのが区側の認識でありまして、そうである以上、一日も早く二元状態を解消し、
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区に一元化するという方向で議論すべきであるということを申し上げました。東京都のほうも、児

童相談所の問題については区に移管するという方向性を出しておりましたので、方向性が一致して

いるのであれば、移管の課題や条件の検証という形で検討をしようではないかということです。ま

だ始まってはおりませんけれども、やろうということでは一致しています。 

 次に、区域のあり方の問題については、東京都のほうからは議論しようと言われてきたのですが、

区のほうはさっき申し上げたようなスタンスでしたので、なかなか議論がかみ合わないまま、そも

そも特別区のことを言う前に、東京都が将来どうなるかという議論が先ではないかというような話

をしまして、区域のあり方については一たん置いて、東京の自治のあり方の研究をしようではない

かということになりました。 

税財政制度の問題についても、いずれにしても事務配分とかの議論が終わらないと具体的な議論

に入れないということで、今はまだ議論していません。 

 これらはいずれも今年１月の幹事会のところでとまっています。本当は昨年度のうちに検討委員

会という親組織で取りまとめをし、今年度どういう検討をするかということを合意しなければいけ

なかったのですが、東京都のほうがもう少し都の中で検討させてくれというようなことを言って、

なかなか整理がつきませんでした。そうこうしているうちに今回の東日本大震災が起きて、東京都

の総務局が避難所の運営等に忙殺されるようになりまして、検討が延び延びになっています。間も

なく都のほうも落ち着いてくると思いますので、できるだけ早く 53 項目の問題、あるいは児童相

談所の問題について具体化の議論に入っていきたいと考えております。 

 事務配分の検討状況については既にご案内かと思いますが、主なものをピックアップすると、都

と区で一致したもの、一致しなかったものな

ど様々です。このうち、児童相談所と県費負

担教職員の人事権という非常に大きな事務を

区に移管する方向で一致しました。 

児童相談所の問題については、かつて都区

制度改革を進めていたときに、昭和 61 年都

区合意というのがありまして、そのときには

都と区で一致して区に移管するということで

合意しておりまして、それを国に持ち込んだのですが、その後のやりとりの中で、国が区への移管

を認めなかったということもあって、泣く泣くあきらめたという経緯がありました。したがって、

取っかかりはあったということです。 
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県費負担教職員の人事権の話についても、平成 18 年に東京都教育委員会が、それまで区とか市

町村の教育委員会の話も聞きながら、国に対して移譲すべきであるという見解を示しております。

もちろん広域的な調整が必要であるという条件付きなのですが、そういうことで都としても区に移

管する方向を比較的出しやすかった。 

ただ、いずれも非常に大きな事務でありまして、東京都としても実現するにはさまざまなハード

ルがあると。特に教育のほうはますますハードルが高いということで、都の教育庁がハードルの高

さを必死に説明しているというのが今の状況です。いずれにしてもそういうものが盛り込まれてお

ります。 

 これに関連して国の動きをご紹介しますと、教職員の人事権というのは、かつてはとても市町村

にはおろせないという一点張りだったのですが、今の方向としては、少なくとも中核市には移譲す

る方向で検討するという流れになってきています。さらに、大阪府知事が文部科学省に対して問い

合わせたことに対して、今でも個別の任命権の移譲は可能であるという見解を示しています。事務

処理特例の制度を使えばできるということですが、これを受けて大阪府はこれまで協議を重ねてま

いりまして、来年４月から大阪府の中の３市２町が連係プレーで任命権の移譲を受けるという流れ

になってきております。既に大阪府の事務処理特例条例も通っています。 

 児童相談所についても、前に国から断られたというようなこともあったのですが、今は政令指定

都市以外に個別に希望する市を指定するという流れになってきておりまして、既に金沢市、横須賀

市、熊本市の３市は、政令指定都市以外で児童相談所の設置市になっているということで、こちら

のほうも風穴があいてきています。 

 もう１つ大きな問題として、都市計画決定権限がありますが、今は市町村に権限をおろすという

方向になっています。もともと都市計画決定権限は市町村が基本であるわけですが、これまで政令

指定都市のみに移譲されていた事務についても、今回の権限移譲の中では市町村に移譲する流れに

なってきています。ただ、その中で一部、用途地域等の問題については、特別区は除外するという

ことになっておりまして、全国すべての市町村に移譲するけれども、特別区だけは例外だというよ

うな取りまとめがされています。この問題については東京都と区がそれぞれ国に申し入れをしてい

まして、都はおろすな、区は区にもおろせということで、かなりやりとりをしています。これも非

常に大きな問題ですが、今申し上げたような流れが出てきているということです。 
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 児童相談所のあり方の検討については、先ほど申し上げたので簡単にしますが、今、都との間で

約束をしているのは、直ちに移管に向けて次から次へとやっていこうということではなくて、その

一歩手前です。移管するに当たってはさまざまな条件をクリアしなければいけない。その条件を実

務的にもう少し詰めていこう、そう

いう合意の仕方です。もちろん移管

する方向でハードルを越えていくと

いう意味で取り組んでいくというこ

とですが、都のほうは一歩引いた形

です。既に都と区のメンバーを誰に

するかというのは決まっておりまし

て、いつでも始められる状態なので

すが、先ほど申し上げたとおり、都

のほうの準備がまだできていないということで、その準備ができ次第ということになろうかと思い

ます。想定される課題についても既にほぼ挙がっておりまして、特に専門性の高い仕事ですので、

その人材をいかに安定的に確保するのかが最大の問題になろうかと思っています。 

 次に、区域のあり方についてです。これも先ほど申し上げたことがポイントなのですが、東京都

のほうは盛んに区域の問題を考えるべきだと言っているのですけれども、なぜ考えなければいけな

いのかということがどうもはっきりしません。 

東京都がある場面で示した「検討の視点」というものがありますが、１つは、「生活圏拡大の視

点」ということで、今の行政区域が

住民の生活圏と一致していないとい

うことです。これは至難のわざでし

て、特に東京においては通勤・通学、

あるいは買い物などについて、生活

圏と行政区域を一致させると、とん

でもないことになります。下手をす

ると東京 23 区だけではおさまらず

に、１都３県というようなことを視

野に入れないと行政区域は語れないということになってしまいますので、これをもって 23 区の再

編と言われてもちょっとピンときません。 
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 それから、「行財政基盤強化の視点」、「行政改革推進の視点」、「税源偏在是正の視点」とい

うことを都は言っているわけですが、これは主として効率性の問題です。実際の規模が大きいほど

効率的だという議論です。ところが、本当に大きければ効率的であるかどうかということについて

は、それぞれの地域の特殊性や取り組みの仕方、何を重点にするかとか、さまざまでございまして、

決して大きければいいということではありません。これは明らかだと思います。いずれにしても東

京都が言う検討の必要性というのがなかなか区には説得力を持って伝わってこないのです。 

 区のほうも統一見解は全くないわけですけれども、こういう点も考えられるのではないかという

ことを、参考論点という形でかなりたくさん出しました。詳しくはホームページでごらんいただき

たいのですが、３点だけご紹介しますと、１つは、そもそも合併の話は、分権改革を進めていく上

で、分権の担い手としてそれだけの体力がありますかという受け皿論から来ているのです。平成の

大合併もそういうことでした。ところが、これから分権改革が進んでいったときに、特別区は今の

態勢では受けられないのか。そう考えると、既に一定の規模や行政能力を有しているということで

す。千代田区がいくら少ないといっても、４万人を超える人口を抱えておりまして、全国的には中

核的な都市の容量を持っています。しかも財政的な力量ということからすれば他を凌駕していると

いうことで、能力を持っています。仮に何らかの財政的な桎梏ということが想定されるとしても、

今の財政調整制度のことも考えれば十分クリアできる。そういうことになりますと、一般的に言わ

れている合併のメリットというのは、この地域では働きにくいのではないか、という論点です。 

 もう１つは、今申し上げたことと表裏一体なのですが、基礎自治体の行政というのは効率性だけ

ではなくて、住民の身近なところで、住民のコントロールのもとに行っていくということが基本で

す。仮に効率性を求められるとすれば、それぞれの区の中での事業見直しだけではなく、周囲との

連携策も含めて考えていけば、再編しなければならないというようなことにはならないのではない

か、という論点です。 

 それから、もう１つ、今、区域の再編をしなければならないというような差し迫ったものはない

ので、もし考えるとしたら、東京都が思い切って事務事業を区に移譲するとした場合に、それを受

けようとした区が、今の態勢ではとてもできないので合併でも考えるかというふうになったときに、

初めてこの問題が浮上するのではないか。しかも、それはそれぞれの区の判断の問題ではないかと

いうような論点です。 

 そういうやりとりをしている中で、先ほど申し上げましたように、そもそも東京都が将来どうな

るのかということの議論抜きに 23 区の区域の問題を云々してもしようがないのではないかという

ことになったわけです。したがって、区域のあり方の問題は、今は保留にしております。将来の都
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制度、あるいは東京の自治のあり方について、学識経験者を交えて研究しようと。都と区だけでや

っても意味がないので、多摩の市町村、あるいは島嶼の町村も含めて、オール東京の調査研究をや

ってみよう。東京の自治のあり方が見えてきた暁に、なおかつ 23 区の再編の問題について議論し

なければいけないというような状況が生まれてくるならば、そのときに議論しましょうということ

にしたということです。 

 「東京の自治のあり方研究会」という組織をつくりまして、平成 21年 11月から議論を始めて、

今までさまざまなデータをもとにフリートー

キングをしてきましたが、実は去年の 10 月

21 日に第５回目を開いて以降、開かれてお

りません。また日程調整をして、間もなく再

開されると思いますが、今後はこれまでの議

論を踏まえて、一たん財政のシミュレーショ

ンをしてみようかと。シミュレーションとい

っても先が見通せるわけではなく、傾向とし

てどうなるかというようなことを議論の素材にしようということですが、それをやった上で論点を

出し合って、その論点をもとに議論をするということに移っていこうかと言っているところです。

一応２年を目途にと言っていますが、かなり遅れておりますので、２年でこれを仕上げるのは難し

かろうと思います。 

 

都区財政調整制度と協議の現状 

 次に、都区財政調整制度と協議の現状ということでお話をさせていただきたいと思います。 

 先ほど申し上げたとおり、都区財政調整制度は都区制度を象徴する制度でありまして、毎年毎年、

都と協議をしながら、さまざまな課題を解決

しています。 

ここで申し上げたいポイントは４つありま

して、１つは、都区財政調整制度というのは、

今まで申し上げた事務配分、あるいは課税権

の特例及び 23 区の財源偏在に応じた自治体

間の財政調整の仕組みであるということです。

それはまた地方交付税制度という国と地方と
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の財政調整制度と並ぶ、法律上の財政調整制度であるということです。２つ目は、都区間配分と

23 区間の配分については、都区の協議で決めることになっているということです。３つ目は、区

側としてはこの協議に当たりまして、都と区の間で合意した配分割合の変更事由というのがありま

して、それに基づいてきちんと配分を行うということ。それから、23 区間の調整については、23

区間の調整結果を反映させてもらいたい。そういうようなことを実現しようということです。４つ

目は、直近の 23 年度都区財政調整に関する協議については、大変厳しい税収状況が続いておりま

して、その中でどのような減収対策を講じるかということを主体に合意をいたしましたが、制度上

抱える課題についての議論は来年度に持ち越さざるを得なかったということです。 

 

 まず、２つの財源保障（財政調整）制度ということで、お話しさせていただきます。 

地方交付税制度というのは、国と地方との関係で、地方公共団体がなすべき仕事ができるだけの

財源を国が手当てするということでつくられている制度でありまして、すべての県、すべての市町

村、一つ一つ計算をして、言い値で

はなくて、国の計る物差しでどれだ

けの需要があって、どれだけの収入

があってということを計算して、そ

の不足分を交付額として渡す。それ

によってそれぞれの県も市町村もな

すべき行政をなせるようにする。そ

ういうような制度として組み立てら

れているわけです。そういう意味で

は、この制度は全国津々浦々、すべての都道府県、市町村に適用されているわけですが、それでは

都と特別区についてはどうなのかといいますと、都と特別区を一つのものとして合算して計算する

というやり方がとられているのです。 

 なぜそうなのかというと、都と区の役割分担だとか税源配分の特殊性がありまして、全国一律の

計算式で行う地方交付税制度では計算できない。技術的な困難があるという理由で、都と区一体で

算定することとされているのです。東京都を一つの府県として見て、23 区の区を一つの市と見て、

それを足し上げて計算して、足りるか足りないかということをやる。当然、財源超過のために不交

付ということで、今、東京都には交付金は来ていないわけですけれども、それでは、都と個々の区

についてはどうするのかというところに、都区財政調整制度というものが位置付けられたというこ
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とです。 

 都区財政調整制度を通じて、１つは、都と区の間の財源を分ける。財源を分けるに当たっては調

整税の一定割合というものを決める。これが先ほど言いました 55％という数字に当たるものです。

それをもとに、特別区が等しくその行うべき事務を遂行できるように各区に配るということであり

まして、その配り方については、基本的には交付税と同じように基準的需要－基準的収入という計

算式をつくり、計算の結果、不足分を交付するということになるわけです。もちろん交付税でつく

る全国水準の需要と 23 区だけの需要というのは違いますので、中身は違うのですが、仕組みとし

ては同じです。国としては都と区を一緒に見て、もし足りなかったら財源保障をします。そのかわ

り、その枠の中で都と区の間については財調制度を使って分けてくださいというふうにしたという

ことです。 

 平成 12 年の改革のときに、この都区財政調整制度を法律上の財政調整制度に位置付けました。

それまでは施行令にすべて委ねられていたのですが、そのとき初めて法律上の制度として交付税と

並んだわけです。この並んだことに非常に大きな意味がありまして、特別区が基礎自治体であるた

めには、財政上もやはり都から独立した存在として認められなければならない。つまり、地方交付

税制度が財調制度を通じて貫徹されて、個々に適用されるということが、特別区が、他の市町村と

同様個別に財源保障される団体として、基礎自治体となり得る一つの大きな条件だったわけです。 

 現在、都区間の財源配分の状況はどうなっているかというと、今、東京都が持っている府県財源

は約２兆 4,000 億円、都と区で徴収している市町村財源は約３兆円です。この中で調整３税は１兆

6,000 億円という非常に大きな額になっておりまして、こういう状況のもとで都と区で財源を分け

ているわけです。それで、東京都のほうは府県財源を都が行う府県事務に充てるということなる一

方で、都区財政調整を通じて得た

45％と、都市計画税、事業所税を合

わせると約１兆円という数字になり

ます。この１兆円で消防、上下水道、

あるいは大きな都市計画事業等を行

っている。区のほうは、特別区民税

とかを合わせますと約２兆円で区の

仕事を行っている。これはあくまで

一般財源ですので、歳出の規模から

すると例えば特別区の場合には３兆円というような規模になるわけですが、そのうち自由に使える
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一般財源という面では２兆円というような姿になるわけです。先ほど申しましたとおり、都が行う

府県事務と「市」の事務の境が明らかでないので、都のどんぶりは３兆 4,000 億円の範囲で、その

境目がはっきりしません。 

 これまで毎年毎年、協議を積み重ねてきていますが、都区財政調整で特別区に財源保障する水準

というのは、基準的需要から基準的収入を差し引いた不足額を交付するということで、その需要額

を保障するというのが題目です。都区財政調整の基準財政需要額の推移を見ますと、昭和 50 年か

ら一貫して上がっていって、平成４年をピークにそれ以降はほとんど横並びになっています。特別

区の行政需要はどんどん増えていま

すので、本当は保障すべき需要額も

どんどん上がっていかなければいけ

ないのですが、税の限界がありまし

て、調整３税と特別区民税等の収入

を足した額の範囲でしか仕事はでき

ませんので、その中で需要の見直し

をしながら今日まで耐えてきたとい

うことです。 

 都と区の関係では、より区に財源が来れば需要額をもっと伸ばせるということで、これまで区の

財源を獲得するためにさまざまな議論をしてきたわけですが、結局は平成 12 年改革のときに清掃

事業等の移管で配分率が変わったということと、先ほどご紹介した三位一体改革のときに３％上が

ったということ以外は、配分率はずっと動いておりません。 

平成 18 年、19 年あたりは少し税が伸びてきましたので、これまで手がつけられなかった学校改

築の経費だとか、まちづくりの経費だとか、そういうところの基金をため始めたのですが、そうい

うときに突如としてまた税収が落ち込んでしまいました。特に法人税収を中心に非常に落ち込みま

して、それを追いかけて区民税収も落ちてきたということで、ここ２～３年の間に一般財源の税収

は 2,000 億円以上の減収となってしまったというのが今の状況です。2,000 億円以上ということで

すから、保障すべき需要額からすると１割以上落ち込んでしまうというような、大変厳しい状況で

す。 

 ところが、今、都と区の協議の中では、先ほど都と区のあり方検討のところでお話ししましたと

おり、いわゆる財源争いはしていないのです。なぜかというと、平成 12 年改革に向けて都と区の

役割分担を明確にし、それに基づく財源配分を明確にするという命題がありまして、その出発点と
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してどの割合にすべきかというところでもめてきたのですが、一たん整理したらその後は安定化さ

せようじゃないかと。毎年毎年、財源争いをするのはやめようじゃないかという、もう１つの約束

事があったのです。基本的に役割分担に基づいて財源配分をするわけですから、需要額が１増えた

とか２増えたとか、税収が１減った２減ったというので争い事をしないように、中期的に安定化さ

せようと。大規模な税財政制度の改正があって、都と区の財源が動いていく、あるいは事務配分を

見直さなければいけない、今まで都が行っていた事務が区の事務になるとか、そういうような役割

分担の変更があったときに初めて配分割合を動かすことにして、そうでなければ動かさないように

しようという約束事がありました。これに従いますと、現在の状況は、税の自然減収ということで

す。制度が変わるためにそういう状態が起きているのではないということなので、区としては財源

配分を主張していないということです。 

 これまで実際にあったのは、平成 12 年改

革のときに清掃事業という大きな事業がおり

てまいりまして、８％引き上げをした。それ

から、三位一体改革の影響と東京都の補助金

を区の自主事業に転化したということで３％

引き上げた。この２点でした。いずれにして

も、もちろんこれですべて解決したわけでは

ありません。先ほど申し上げたとおり、現在の配分割合の根っ子がいいのか悪いのかというのはま

だくすぶったままですので、いずれどこかで決着をつけなければなりません。 

 一方、23 区間の配分の問題についてが毎年の協議の主な課題になっているわけですが、平成 22

年度の普通交付金区別算定額を見ますと、これは需要額と収入額を計算して、その差し引きで幾ら

交付するかということですので、例

えば港区と荒川区は人口が 20 万人

ちょっとで、ほぼ同じぐらいの規模

で、基準財政需要額も 480 億円、

490 億円ということで、ほぼ並んで

います。ところが、収入で見ますと、

港区は 620 億円ぐらい、荒川区は

150 億円ぐらいということですから、

４倍の格差がある。そういう状況で
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すので、差し引きいたしますと、港区は需要額よりも区民税とかのほうが多いので財源超過である。

したがって不交付である。荒川区は逆に 345億円不足するので、その額を交付する。こういうふう

な関係になっています。 

港区、渋谷区は財源超過のときにどうするかということですが、かつて平成 12 年改革以前の制

度の中では、納付金制度と申しまして、その超過財源を 23 区間の財政調整の財源にして、もう一

回配り直すということをやっていました。それが課税権の自主性を侵すということで平成 12 年改

革で廃止されまして、今は財源超過した分は港区、渋谷区がみずからの財源として自由に使うとい

うことになっています。 

 毎年の協議の状況について少し触れておき

ますと、平成 23 年度の都区財政調整につい

て、昨年度協議をした中では、東京都に対し

て３つの考え方を示しています。１つは、先

ほど申しましたように、都区間の配分の問題

については、都と区で約束したとおり、変化

があったときにはきちんと見直しをしてもら

いたい。２つ目は、特別区相互間の財政調整については 23 区の中で自主的に調整するので、その

調整の結果によって整理してもらいたいということ。３つ目は、できるだけ透明性・公平性を高め

てもらいたい。それがわかるようにしてもらいたいということで、特別交付金の割合をできるだけ

少なくして、可能な限り普通交付金で、いわば機械的に計算できる方式で、見えるようにしてやっ

てもらいたいということで提案し、協議をしてまいりました。 

 その結果、平成 23 年度都区財政調整協議結果のポイントとして、１つは、非常に厳しい税収状

況ではあるけれども、変更事由に該当する状

況がないので、配分割合の見直しを主張しな

いということになりますと、限られた税収の

中で需要のあり方を見直さざるを得ないとい

うことです。 

そこで、減収対策ということをさまざま協

議しまして、その結果をできる限り反映させ

るということでやってまいりました。今、税

収は非常に落ちていますが、これが落ちたままになるのか、あるいは再び上昇するのかというのは、
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経済の動向次第でわからないところがあります。東京都のほうは、税収が減ったのだから、基準財

政需要額そのものを落とせという議論です。ところが、区のほうは基準的な需要というのはやたら

めったら落とせるものではない。一時的な事情もあるということで、できるだけ需要の本体を落と

すのではなく、臨時的に起債を充てて一時しのぎをするとか、投資的な需要は少し量を落とすけれ

ども、またいずれ復活するとか、そういうような手法を使いながら見直しを行ってきたということ

です。 

ただし、現行制度が抱えているさまざまな課題については議論がかみ合わないままでしたので、

来年度に向けて引き続き議論していくということになりました。 

 どんな課題があるかと言いますと、これは少し専門的になるのですが、簡単に申しますと、１つ

は、市町村税の一部を都が預かって、都税になっている部分があります。特に法人住民税について

は、年度途中に何らかの理由で減収すると、一般の市町村は起債を発行して穴埋めをすることがで

きるという制度があります。ところが、都税ですので、区は起債を発行できません。したがって、

それに見合うような対応策を何か講じるべきであるということです。今は東京都の区市町村振興基

金というものを活用して、東京都が区に貸付けて、区は翌年度以降都に返還するというような手法

を持っているのですが、その対象となる範囲が狭いために、都と区の間で意見が合わない部分があ

るということです。 

 ２つには、特別交付金の割合について。こ

れは先ほど申し上げた大きな３つの柱の１つ

になっていますが、現在、財調交付金総体の

中の５％分は特別交付税で配ることになって

います。したがって、今全体で 9,000 億円ぐ

らいですので、その５％というと約 450億円

という規模になります。これは実は東京都が

区に対して出している補助金のうちの、都の単独分と言っているものの規模に匹敵します。東京都

の補助金というのは要綱があって、計算式も示されていまして、ある意味透明なのです。補助金が

いいか悪いかという議論は別として、積算が明らかであるというのに対して、特別交付金というの

は実は内訳が全体には明らかにされておりません。それぞれの区では東京都との関係で何が自分の

ところに算定されたかというのはわかりますが、隣の区はどういう算定がされているかというのは

わかりません。これもいろいろ項目を細分化したりして、できるだけ透明にということでやってき

たのですが、規模が大きすぎるということで、区のほうではできるだけ縮減したいということを言
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っています。 

 そうしている中で、国の地方交付税制度では特別交付税を縮減するという法律が通りまして、今

は６％なのですが、それを平成 26 年には５％、27 年以降は４％に減らすということになりました。

現在、特別交付金は５％、特別交付税が６％という関係で、全国対応の地方交付税より 23 区対応

の都区財政調整のほうが普通交付金での捕捉率が高いので、特別交付金の率は低くて当然という解

釈です。しかし、国のほうも５％に並んでしまう。４％になると逆転してしまうということですの

で、今後、国の改正を踏まえて、都区財政調整のほうも必然的に下げていく必要があると思います。 

 ３つ目に、都市計画交付金ですけれども、今、基礎自治体の都市計画事業の財源として、都市計

画税というものを各市町村が持っているわけですが、東京の場合には都の税になっています。かつ

ては、都市計画事業は東京都だけで行っていたのでそれでよかったのですが、今は区もだいぶ都市

計画事業をやっておりまして、そういう意味では都市計画税が区に来てもいいのではないかという

議論があります。ただ、東京都のほうがまだまだ多く事業を持っている。そういう中で都市計画交

付金という仕組みを使って、東京都から区に財源を移すという制度が設けられています。現在は

190 億円来ているわけですけれども、区としてはまだまだ足りない。都市計画税は今 2,000 億円を

超える規模がありますので、少なくともその３割ぐらいは区に来てしかるべきではないかというこ

とを言っています。 

 ４つ目に、調整税の過誤納還付金というのがあります。これは企業とか、あるいは日銀だとかが

東京都に法人住民税を払い過ぎたので還付をするといったときに、翌年度に精算すると収入に戻す

のではなく、支出として返さなければいけないということになる。そうすると都と区の分担の

55％というのを全部都が負わなければいけないので不公平だと都が言っているのです。ところが、

区のほうは、東京都が府県税でそれを出しているのであれば別だけれども、もともと市町村税を持

っていて、今までもそれでずっとやっているので、東京都が自分の財源でやるべきじゃないか。都

と区の市町村財源がきちんと分けられていない中で、その問題だけ出されても困るというように言

っているということです。都区財政調整の話については以上です。 

 

地方分権改革と特別区のこれから 

 最後になりますが、地方分権改革と特別区のこれからの問題について、簡単に触れておきたいと

思います。 

 ここでは３つポイントがありまして、１つは、今進められつつある「地域主権」改革にどのよう

に対応するかというのが、今後の改革に向けての大きな試金石になるだろうということです。２つ
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目は、大都市制度のあり方が今盛んに議論さ

れていますが、究極のところ、財政調整をど

うするかということに帰着していく問題であ

る。３つ目は、特別区のあり方の問題として、

特別区優先の原則のもとで、東京大都市地域

における自治の確立ということが将来に向け

ての課題であるということです。 

 

 以下、具体的に述べさせていただきますと、まず、今の政府が進めている分権改革、「地域主権

改革」という言い方をしていますが、それがどのような中身であるかということです。今は「地域

主権」という言葉を使っていますが、流れとしては、自民党政権のときにつくられた流れに沿って、

それを継承する形で進めているというのが実

際のところです。 

特に直接的に特別区にすぐ影響するのは、

義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡

大、基礎自治体への権限移譲ということであ

りまして、義務付け・枠付けの見直しという

のは、国が施設についてはこういうような面

積で、こういうような人を配置してなどの基

準を決めて、それに従わなければいけない。そういう類のものですけれども、それをできるだけ緩

和する。こうでなければいけないというのはごくわずかにして、標準はこうしてもらいたいけれど

も、あとは市で考えてくださいとか、あるいは、そもそもどうしなさい、こうしなさいということ

は言いませんとか、そういうような整理をして、自治体の自由度を上げていくという改革です。 

 基礎自治体への権限移譲は、本当は国と地方の関係でもっとやらなければいけないと言われてい

るのですが、今言われているのは、府県から市町村への権限移譲ということです。つまり区の場合

には都から区への権限移譲ということで俎上に上っています。 

そのほかにも国の出先機関は原則廃止するというような動きですとか、いわゆるひも付き補助金

については個別に算定するのではなく一括交付金化するとか、あるいは、税財源の拡充、直轄事業

負担金の廃止というようなことが俎上に上っております。後で申し上げますが、地方政府基本法の

制定というようなことも言われておりますし、それから、平成の大合併で、まだまだごく弱小の市
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町村が残っている中で、自治体間の連携をどうしていくのかというような問題もあります。将来的

には道州制についても視野に入れるというような検討も必要だと。あるいは、各地方の自然的な資

源を活用して活性化させていくという、緑の分権改革の推進。 

こういうようなものがメニューとなって、地域主権改革を進めていくと言われているということ

です。 

 国会のほうもいろいろなことですったもんだしておりまして、なかなか進んでいないように見え

るわけですけれども、少しずつ進んでいるということを申し上げたいと思います。 

 「地域主権改革」の法制化の状況ですが、まず地域主権推進一括法（第１次）というのが昨年３

月の通常国会に出されて、その後、継続審議が続いて、ずっと保留されていたのですが、これが今

年５月２日に公布されました。 

これは法律の大きな眼目として地域主権改

革とはこういうものであるという、改革の位

置付けをしたかったわけです。内容的には盛

り込まれたのですが、「地域主権改革とは」

という用語の定義だったものが、「内閣府の

所掌事項」の内容に変わり、「地域主権改

革」という言葉が消えました。法律上、「地

域主権改革」という言葉は使わないというのが、民主党、自民党、公明党の合意事項だったわけで

す。その１つの象徴が、地域主権改革とは一体何なのかといったときに、「日本国憲法の国民主権

の理念の下に」ということで、国民主権と決して矛盾しないということを言いたかった。こういう

ような改革を内閣府の所掌事項と位置付けることによって、改革のためのさまざまなことについて

やっていく。こういうような二段構えにしたということです。「地域主権改革」という言葉を使わ

ないために、今後一連の改革のことを一言で何と言ったらいいのか、言いにくくなったのですけれ

ども、これはさまざまな人がさまざまな言い方をしていますので、あまりこだわってもしようがな

いのかもしれません。 

 それから、先ほど申し上げた義務付け・枠付けの見直しの一部が盛り込まれました。 

一方、もう１つの大きな柱だった地域主権戦略会議というものを法律上、位置付けようというこ

とだったのですが、「地域主権」という言葉を排除する流れの中で法律から削除されまして、閣議

決定の中でやっていこうということになりました。 

 また、国と地方の協議の場に関する法律ということで、国と地方の協議の場を法律上設けるとい
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うことも、５月２日に公布されました。 

 さらに、地方自治法の一部改正で、議員定数設定の自由化とか、共同設置可能な機関の範囲を拡

大するとか、いわば自治法の中の義務付け・枠付けの見直しのようなものが通ったということで、

この３つを地域主権３法というふうに言っていたのですが、３法とも５月２日に公布されたという

ことです。 

 今国会に地域主権推進一括法案（第２次）が提出されていまして、まだ通っておりませんけれど

も、どういうふうになるか。この中に義務付け・枠付けをさらに見直しをするということと、市町

村への権限移譲が入っています。これが通りますと、さっき申しました項目が区のほうにもいろい

ろな形で影響してくるということです。 

 現在、そういうことを見越して、特別区の中ではさまざまな部長会がありまして、その部長会が

23 区で共同作業をしようということで取り組んでいます。義務付け・枠付けや権限移譲について、

どういうような中身がおりてくるのか、どういう問題があるのか、探りながら作業を進めていると

ころです。中でも権限移譲の問題については都から区市町村へおりてくるものですので、都と区市

町村の間で協議をする態勢をつくって、協議を始めているところです。既に一部施行されたり、３

カ月後に施行されたりというものもありますが、大きなところでは来年４月以降、順次おりてくる

ことが予定されています。 

 次に、地方自治法の抜本改正について触れ

ておきたいと思います。 

 こちらのほうは今、総務省の中でさまざま

な整理がされています。地方行財政検討会議

というところで議論が進められておりまして、

地方公共団体の基本構造をどうするか。今の

ような画一的な制度ではなく、もう少し地域

が自ら選べるような制度にできないかとか、長と議会の関係のあり方、住民自治制度の拡充の問題、

これらは阿久根市の問題なども踏まえて、いろいろ見直しをするということも含めた議論がされて

います。さらに、国と地方との関係とか、大都市制度のあり方だとか、広域連携のあり方、財務会

計制度の見直しというようなことも盛んに言われています。 

 このうちの幾つかについては速やかに制度化を図るべきであるという話になっておりまして、総

務省のほうから自治法の一部改正案が示されていますが、地方からはいろいろ慎重論が出ており、

まだ閣議決定とか、そういうところには至っていません。聞くところでは、今休止している地方制
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度調査会という組織をもう一回立ち上げて議論した後、国会に上程しようという話が出ているよう

です。この中には、長と議会との関係をどうするかとか、直接請求制度の中では、地方税の賦課徴

収についても直接請求できるというような、大変シビアな中身が含まれています。特に住民自治の

強化を積極的に進めるべきであるというのが、今の総務大臣の基本的なスタンスになっていますの

で、そういう方向で見直しが進んでいきますと、行政の進め方についてもいろいろな影響が出てく

るだろうと思われます。 

 それから、大都市制度をめぐる議論という

ことでご紹介しておきたいのですが、大阪府

の橋下知事が「大阪都構想」というのを打ち

出して、今回の統一地方選では、大阪府議会

で「維新の会」が過半数を取りました。大阪

市議会、堺市議会でも第１党を取ったという

ことで、今、大阪のほうでは議会サイドでも

研究会とか検討会をつくって、具体的な議論をしようということになっています。ついこの間の新

聞報道にありましたように、大阪府知事と東京都知事が会見した際に、大阪府知事が大阪を副首都

にしたいと言ったら、石原知事は結構じゃないかと言ったということですが、そのときの条件も、

大阪都にして広域行政を一元化する、東京に並ぶような大阪をつくっていきたいというようなこと

でした。 

現在は大阪府と大阪市がある意味、二重権力状態だということで、それを一元化したいというの

が１つの大きな眼目で、広域と基礎の分担を明確化して、基礎自治体を強化しつつ再編していくと

いうようなことを言っているわけです。 

これに対して政令指定都市の側は、大阪市も含めてですけれども、一元化するというのであれば、

逆に府県が要らない。政令指定都市にすべて任せてくれればいいと、かつて自治法上に規定があっ

たけれども実現しなかった「特別市」のような制度を主張しているということです。 

 これはいずれもいろいろ問題がありまして、実現するにはかなり遠い道筋がありますし、法改正

もさまざま必要だということもありますので、非常に難しいのですが、大阪にとどまらず、今、名

古屋のほうでは愛知県知事と名古屋市長が「中京都」構想を目指すということで会を立ち上げて進

めていますし、新潟でも「新潟州」という言い方で、新潟都構想に知事と新潟市長が一致して取り

組もうじゃないかということになっていまして、決して浮いた話ではなくて、具体的に検討しよう

としています。 
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こういう議論は、そもそも大都市における自治制度はどうあるべきかという議論の中で言われて

きていることですので、特別区のあり方にも非常に大きな影響があります。 

 そこで、どういうことが大都市地域における自治制度の論点になっているのかということを整理

してみました。 

そもそも国と地方との関係という

ことでは、国は外交、防衛、セーフ

ティネットというような国でしかで

きないことをやり、地方自治体は身

近な行政を預かるというのが基本に

なっているわけですけれども、国と

都道府県との関係で見ると、都道府

県のエリアでおさまるものだけでは

なく、都道府県のエリアを超える超広域の行政というものが存在するわけです。これを国がやるの

か、あるいは自治体がやるのかといったときに、例の道州制の問題などが出てくるわけです。 

一方、都道府県と市町村との関係もさまざまな課題を抱えているということで、どこまでを都道

府県が負い、どこまでを基礎自治体が負うかということの議論の中では、今の議論はできるだけ基

礎自治体が担っていく。都道府県の事務はできるだけ限っていくという流れになっていますので、

都道府県の役割が減り、かつ超広域の行政を担う主体が必要であるということの中で、道州制の議

論が出たり入ったりしているというようなことであります。 

 こういうような全体構造の中で大都市はどうであるかということですが、大都市地域というのは、

今、特別区の区域の中では基礎自治体が 23 ということですけれども、ほかでは１つの基礎自治体

が大都市として対応しています。ただし、１つの大都市で一元的に行政をやっていくのはなかなか

難しいので、行政区単位で、できるだけ権限をおろしていこうじゃないかというような流れが出て

きています。これを１つの論点と考えますと、大都市は一つの地域ですので、行政の一体性という

ことが求められるけれども、一体性が必要であるならば、自治体の規模はいくら大きくてもいいの

かということになると、おのずと限界があるのではないか。基礎自治体の規模はどうあるべきかと

いう議論になってくるということです。 

 それから、今の政令指定都市は、基本的には大都市地域においては府県行政の大部分も含めて一

元的に処理するという制度になっています。そうすると、都道府県との関係では、都道府県が持っ

ている大都市地域も含む広域行政とどうリンクさせるのか。特に大都市地域を除いた広域行政とい
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うのでは、都道府県としてはなかなか広域行政を預かれないという話になってくると、二重行政で

はないかというような論点も出てくるわけです。 

 さらにもう１つは、自治体間の体力差というものが非常にありまして、政令指定都市のような大

きなところもあれば、ごくごく弱小の町村もあるということで、大都市としてほかの自治体との関

係をどうしていくのかというときに、例えば大都市を限りなく大きくしていって、そのほかの市町

村の足りない部分は一体誰が補完するのか。今の都道府県でさえ負うのは非常に大変なのに、道州

制というような超広域の制度を設けたら、いよいよ補完が難しくなるのではないか、自治体間の連

携ということも視野に入れなければいけないのではないかとか、そういうさまざまな課題を抱えな

がら議論が進められているということです。 

以上のような論点を特別区としてどう考えていくのかということも、今後求められてくるのでは

ないかと思っています。 

 こうした中で、これまで特別区のあり方を

めぐる提言としては、特別区長会がお願いし

た第二次特別区制度調査会報告（19.12.11）

というのがありまして、この調査会は、今の

「都の区」の制度を廃止しろという提言を出

しています。東京都と区の関係をはっきり分

けて、都は「府」に純化し、区は「東京都○

○市」に移行する。今、都が持っている市の事務に相当する部分については、財政調整も含めて

「基礎自治体連合」で対応したらどうかというようなことを言っているわけです。 

 ちょうど同じ時期にそれに対抗するように、東京都は東京自治制度懇談会という学者の組織を設

けて、提言をもらっています。こちらのほうは逆に東京都をもっと強化する。自治法上に都が大都

市経営の担い手となる旨を明確化すべきであり、特別区の区域については大規模な自治体を含めて

再編が必要であるというようなことを提言しています。 

そのほかにも経済界は道州制を目指せというふうに言っておりまして、東京商工会議所や経済同

友会は、23 区の区域を「東京市」にしろとか、あるいは「東京州」にしろとかという提言を出し

ています。 

 ほかにもいろいろな提言があるのですが、そういう議論の中には、今の 23 区をどうするかとい

う明確な位置付けがないのです。唯一、第二次特別区制度調査会が、23 区がそれぞれ「東京○○

市」になって、連合を組んで区域全体に責任を持ちなさいと言っている。東京商工会議所の提言は
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「東京市」にしろと言いながら、しかし、市と区の関係は今後の課題だとして答えが出ていない。 

先ほどの「大阪都」の動きの中でも、既に大阪府の研究会が最終報告をまとめて、今後、大阪市

も含めて基礎自治体の再編ということを提言しています。再編していった先に、大阪市を分割すれ

ば同じように財政調整の問題が出てくるわけですが、その財政調整をどうするかというのは今後の

課題ということになっているのです。この問題が解決されない限り、大都市における基礎自治体の

あり方というのは解決できないということです。 

 最後に３つほど補足をさせていただきますと、以上申し上げたような流れの中で、区長会として

は、調査会が出した提言をそのまま実現するために、日々、改革運動に取り組もうというところに

は至っておりません。方向としては特別区を自立させていくという方向で一致しているのですが、

今は、全体の地方分権改革の流れ、あるいは

都区のあり方の協議の状況をもう少し見てい

こうではないかということで、様子見をして

いる段階です。まずは都区のあり方検討の中

でどこまでのことができるか。今の都区制度

の中でもやろうと思えばかなり柔軟なことが

できるということで、どこまでできるか。 

一方、学者の先生方の助言もいただきなが

ら、独自に基礎的な調査研究を進めて将来に備えておこうじゃないかというのが現在のスタンスで

す。特別区協議会のもとに、特別区制度懇談会、あるいは特別区制度研究会というものが設けられ

ております。研究会のほうは各区の職員に１人ずつ出ていただいて、２年間かけて４つぐらいのテ

ーマを研究するというようなことで、今、第２期目に入っておりまして、今年度、次の報告が出る

と思います。第１期の報告書は特別区協議会のホームページに出ていますので、ごらんいただきた

いと思いますが、例えば特別区が対等な協力関係で一体何ができるのかとか、あるいは、全国の市

町村も含めて、基礎自治体同士の連携で何ができるのかという、新しい視点も含まれておりますの

で、ご参照いただければと思います。 

 それから、今さらなのですが、特別区の人口規模がいかに大きいかということを改めてご覧いた

だきたいと思います。 

特別区 23 区が一つにまとまって、仮に「東京市」というようなことをイメージしていただいた

ときに、特別区が「県」になると、神奈川県に次いで全国２位になります。今回の国勢調査では、

ほとんど神奈川県と同じぐらいの規模になるわけです。それほど大きなところが一つの基礎自治体
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というのはあり得ない。さらにこれを個々にばらしていったときに、例えば世田谷区の人口は 90

万人近くなっておりまして、全国の市町村の

中で 14 番目です。今、19 の政令指定都市が

ありますけれども、そのうちの６つの政令指

定都市よりも世田谷区のほうが大きいのです。

各区が「市」になったらどうなるかというと、

練馬区も人口 70 万人を超えましたので、指

定都市になります。それから、中核市（30

万人以上）が 11、特例市（20 万人以上）が

７、一般市３ということで、一つ一つが大都市の風格を持っている。小さいと言われている千代田

区でも全国 1,750 団体のうちの 589番目ですから、上位に位置しているということです。こういう

特別区であるということを我々は自覚して取り組んでいかなければいけないのではないかという思

いがいたします。 

 今までいろいろお話をしてまいりまして、これから特別区は制度的にどのようなことを課題とし

て認識して取り組んでいくか。私なりに３つに整理してみました。 

 １つは、平成 12 年に特別区は法律上の基礎的な地方公共団体になったということを踏まえます

と、基礎自治体として何ができるかということをきちんと見せていかなければいけないということ

だと思います。国と地方の借金がもうすぐ

1,000 兆円という、とてつもない額になって

おりまして、今後、震災の影響がさまざま出

てくる中で、経済・財政危機をどうやって乗

り切っていくのか。特別会計も含めれば、特

別区の歳出の７割が福祉・医療の分野に充て

られているわけですが、急速な高齢化が進み、

あるいは生産年齢人口が減少する中で、セー

フティネットの危機ということが言われています。これに対してどのように立ち向かっていくのか。

あるいは、小中学校については非常に老朽化が進んでおりまして、今後 20 年間で区立の小中学校

の７割が建築後 50 年を超えるという状況になってきています。さらに、先般、東日本大震災とい

う大変な事態が起きましたが、首都直下型地震とか、東海・東南海地震というのは引き続き切迫性

が言われているということで、災害への備えはどうするのかとか、さまざま困難なことを抱えてお
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りますので、これにきちんとこたえていくことがまず必要だろうということでございます。 

それを踏まえつつ、２点目は、今までお話ししたように、未完の都区制度改革を完成させていか

なければいけない。都と区の役割分担、あるいは財源配分について明確にして、住民に対する責任

を明確化していかなければいけない。 

 ３つ目は、今全体で動いている地方分権改革の流れの中で、区の位置付けをきちんとして、将来

どうしていくのかという計画を持たなければいけないということだろうと思います。 

こうした取り組みを通じて初めて基礎自治体としての基盤強化が図られるのではないかというこ

とでございます。 

 長々とお耳ざわりな話を申し上げて大変恐縮でございました。私の話はここで閉じさせていただ

きまして、ご質問の中で補足をさせていただきたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 
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〔質疑応答〕 

 

＜７月４日＞ 

【質問】 一般論としては私も流れ的なものはよくわかったのですが、平成 12 年度の制度改革、

特に自治権の拡充というのは、行政と議会、23 区が一体となって、特に法改正を伴うということ

で闘ってきたわけです。ところが、それが終わりましたら、意外と事務的なことの連続というか、

継続ということで、恐らくここに来ている先生方も聞かされてないと思います。今聞いた話みたい

なことは流れとしては聞くのですが、では我々は今後どのように第２次的な都区制度改革に向かっ

ていくか。そういうものがまだ見えないわけです。区長会、あるいは議長会でも、こういう方向性

はまだ完全に出てないのでしょうか。その辺、今後の方針など、我々は各区でどういうふうに対応

していくのかを含めてお聞かせ願えるとありがたいと思います。 

【回答】 今お話ししたとおり、平成 12 年の改革というのは、特別区を基礎的な地方公共団体に

して、都と区の責任を明確にし、きちんと自治権を確立していこうということで取り組まれたわけ

で、それが完成した暁には特別区は晴れて基礎自治体としてきちんとした役割を果たせるというこ

とで来たわけです。そういう意味では、法律上は、現在の都区制度のもとできちんとした態勢がで

きたということです。ところが、都と区の思いが、一緒に改革をしてきたはずなのに、改革をして

みたら離れていくというところがありまして、この原因はやはり財政の問題であり、そこがお互い

に納得がいっていないというところにネックがあるということです。 

 今後どうするかということですが、大きくは２つありまして、１つは、せっかく長年かけて、半

世紀をかけて実現した都区制度を、きちんと本来あるべき姿に持っていく。これが言ってみれば都

区のあり方検討の流れだということです。お話ししましたとおり、都と区の間で協議をすれば事務

配分も大きく動かせる。財源も大きく動かせるということなれば、都と区が一致すれば相当なこと

ができるわけです。それを追求していこうということです。それがある程度、区が納得できる水準

に至ったときには、特別区は堂々と自信を持って基礎自治体としての役割を果たせるということで

す。 

 もう１つの流れは、いくら言ったって東京都のらちがあかないのであれば、やはり制度そのもの

に問題があるのではないか、もう１回、制度を変えようじゃないかという流れです。この流れを提

言したのが調査会です。調査会は、結局、都と区で協議をする以上は、協議でよくも悪くもなる。

切ってしまえば区としてみずからの道を進めるのではないかということだったのです。 

これは非常に難しくて、たぶん区長さんの中でも両論あるのではないかと思います。いつまでも
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東京都とやっていないで、改革の道を進もうという方と、そうじゃなくて今の中でできる限りのこ

とをまずやっていくべきだという方がおられると思います。ですから、今、区長会なり議長会なり

で持っている構想というのは例の調査会の２次報告だけであって、それに代わる提言というのはほ

かにはないとお考えいただいていいのではないかと思います。 

 いずれにしても、制度改革をやるとなると、法律改正から何から必要になりますので、そう簡単

にはいきません。相当な時を費やすことになります。せっかく獲得した今の法律ですので、この法

律のもとでの方策を最大限追求しながら、同時に全体の様子を見ながら次のステップを考えていく。

そういうことで今、区長会は臨んでいるということでご理解いただければと思います。 

【質問者】 まさにそのとおりだと思うのです。12 年のときに、知事や副知事には、23 区さんは

これはやらないほうが甘えられて、親離れしないほうが財政的に楽なんじゃないですか、できませ

んよと、はっきり言われたんです。そのときに議長会の皆さんは、そんなばかなことはないという

ことで、頑張ってこういう形になったのですが、変えた後、444項目のうち、53項目ぐらいしかな

っていない。我々は自治権拡充と言いながら、財源の問題は非常に大切で、心意気、気持ちがいか

ないと都は財源を離さないと思うんです。一番簡単なのは清掃の問題ですね。組合の問題でも絶対

に説得できないと言われたものが、そういう仕組みをつくり、流れをつくってきたわけです。やは

り 23区の各地域がしっかり取り組まなければならない。 

 私は特別区の区長会、議長会に要望しておきたいのですが、もう少し各区で議論を広げるために

も、提言をおろしていくべきだろうと思います。うちの区だけやっていないのかどうかわかりませ

んけれども、おりてきていません。卓上の議論だけ一生懸命やっていて、学者先生の意見を聞いて

いるだけだったら、できるはずがないと私は思います。そういう意味で、非常にすばらしい提言だ

ったのですから、方向性をもう少しおろしていただければありがたいと思います。よろしくお願い

します。 

 

【質問】 教職員の人事権についてお伺いしたいのですが、大阪府においては来年４月から任命権

等の移譲ということでありまして、この点につきまして、例えば給与負担につきましては大阪府が

持つのか、または市区町村が持つのか。仮に東京都のほうの人事権が私どもの区におりてきた場合、

こういった財政的な問題はどうなるのか。また、方向的に実現性が現状としてあるのかどうか。こ

の辺を教えていただきたいと思います。 

【回答】 教職員の人事権についてはかなり昔から議論がありまして、特別区の教育長会も区に移

譲する方向でということは既に表明しているのですが、一番大きなネックとなっているのは、23
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区の場合にはそれなりに教職員が人材として確保できる。ところが、他の市町村なり島嶼部におい

ては人材が確保できないのではないか。したがって、人事権を移譲するについても広域の人材確保

の仕組みが整って初めて可能であるということで、そのために具体的に先に進んでこなかったとい

うことだと思います。 

 大阪のほうでは、さっき言いました３市２町が一つのブロックになっていて、そのブロックで共

同処理をしながら人材を確保して、きちんと教職員が行きますよという仕組みをつくって進めよう

としています。その場合、大阪府の事務処理特例条例で、３市２町には任命権を移譲するというふ

うにしておりまして、事務処理特例というのはもともと府県の事務を市町村に渡すものですので、

財源は府県が面倒を見るということです。ですから、今ご質問のありました給与の負担については

大阪府が持つということです。 

 区において可能性があるかというお話ですが、東京都のほうがそういうつもりになって、大阪と

同じような方式を考えるということになれば、可能性としてはあるわけです。制約条件にはならな

いと思います。ただ、今、東京都は、先ほど言いましたような事情で、市町村の問題がきちんと解

決できるのかどうかということを抜きに、特別区にだけおろすことはあり得ないと言っています。

その辺をどういうふうに整理できるかが今後の課題だと思いますけれども、都のほうは盛んに難し

いですよということを、かなり膨大な資料を出しながら言っているそうです。ですから、都として

は非常に消極的なのだろうとは思っておりますが、制度的には可能性が開けたということです。 

 

【質問】 私は理論の話ではなくて、実際の話をしたいと思うんですけれども、財調制度のことに

つきましては、私はひも付きではなくて、例えばフリーで使えるようなものであれば、もっと自由

度が高まると思います。私ども北区では「施設白書」をつくりまして、300 カ所以上、コストを全

部出しました。しかしながら、例えば地域館等であまり利用がないものとか、大変大きなお金がか

かっていて、もともと採算が取れないものが、なおかつコストが大変かかっているということにつ

きまして、これは東京都から財調がついていますねと、それで終わっちゃうんです。これだけのも

のを払っていいのかという論議になりにくい。そういう意味では財調というのは区が自由に使える

ものであるとして、さまざまなところに手心を加えていただくのはいいのですが、そういったもの

の中で区の自主性というものが奪われる。むしろあっては困ると思うこともあります。したがいま

して、総額として必要なものはもちろんそうですけれども、こういうふうな計画というものについ

てやらないと、いつまでたっても 23 区は独立できないのではないかと思うのですが、ご所見をお

伺いしたいと思います。 
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【回答】 非常に答えにくいお話をいただいたのですが、都区財政調整の交付金については、使途

は一切制約されておりませんので、財調交付金の範囲の中で一般財源として自由に使って良いもの

です。ですから、財調上、算定されているのでそうしなければいけないとか、そういう議論をする

必要はないということです。 

 お答えしにくいというのは、区でどのような説明をされているかというのがさまざまなものです

から、趣旨としては、ご安心いただくために、財調上ついているとおりにやれば、区は財政破綻し

ないんです。ですから、財調上ついていますよということでご安心いただくという説明の仕方はあ

るかもしれませんが、ではそう使わなければいけないかといったら一切ありません。全くの自主財

源というふうにお考えください。 

 ただ、先生がおっしゃるように、逆に使途を一切書かない状態で配る配り方でできるのかという

ことです。例えば人口割というのは非常にはっきりしていますね。今、財調で使っている資料も人

口割に近いのですが、人口割でと言ったら、千代田区へはわずかしかいきません。逆に、世田谷区

へは多くいき過ぎてしまいます。なぜかというと、それぞれ事業ごとに効率性の問題だとか、地域

特性だとか、いろいろなものが組み合わさってきますので、どうしても人口だけで単純にはいかな

い。では面積を入れるかといっても、面積を幾ら入れるのか、どれだけ入れるのかというと、また

区間の議論になってきます。 

そこで、お互いに納得できる物差しが必要だということで、基準財政需要額というものをつくっ

ているわけです。例えば生活保護の事業は、自由裁量は全くありませんで、生活保護を多く出して

いる区は、独自の判断で出しているわけではなく、国の制度であり、そういう地域事情であるがゆ

えに出さざるを得ないわけです。そうであれば、きちんと生活保護の需要が見られるような算定を

しなければいけない。片や全くフリーに、各区の任意で実施している分野を一つ一つ計算していく

というのは現実的ではありませんので、そういう部分についてはある程度幅を持たせて計算しよう

ということで、細かいものとざっくりしたものを組み合わせながら需要をつくっているんです。こ

ういう需要で計算することで皆さん承知してくださいね、計算式で計算した結果については、それ

ぞれの区で責任を持ってやってくださいねと、こういう世界だとご理解をいただければと思います。 

 交付税の世界でも同じように、算定が細かすぎて自治体の自主性を縛っているのではないかとか、

もっとざっくりできないかという議論がありますが、必ず行き着くところは、今お話ししたとおり、

ざっくりすればするほど究極のところ人口比例でいいですかという話になってしまうということで

す。その辺りをご理解いただければと思います。 

 



39 

【質問】 都と区の関係を決めるということと、今後来るであろう道州制ですか、新しい国の形を

つくっていくという場合の関係がいまひとつよくわかりません。都区制度の関係が次の道州制に引

き継がれるならまだしも、全く新しいシステムをつくろうというのであれば、一体何のために都区

制度をつくっていくのか。どうもイメージがわかないんです。 

【回答】 道州制がどういうふうになるかということについては、まだ皆目わからないのですが、

仮に道州制になった暁に東京はどういう姿になるのかというのは、大きく分けて２つありまして、

１つは、東京だけで１つの道州をつくるというつくり方、これは 23 区だけなのか、多摩も含むの

かは別として、東京だけで道州をつくるというのと、１都３県で道州をつくるというのと、２つの

大きな流れがあります。 

 仮に東京だけで道州をつくるとなったときには、今の都区制度の骨組みというのはそんなに大き

く動かさないでも成り立つかもしれませんが、１都３県で道州制をつくるというふうになったとき

には、今の都区制度を残しておくと齟齬が出てきます。今は広域自治体が特別区の区域の市町村事

務の一部を行いながら、基礎自治体と分担していくという関係ですが、道州制になったときに、道

州制の役割がそうだとするならば、特別区の区域のみでそうだというわけにはいかなくなってくる。

ほかの大都市、横浜、川崎、さいたま、千葉とありますけれども、そことの関係も含めて再整理が

必要になってきます。そのときに川崎だとか横浜だとかはもともと１つの市で大都市を形成してい

るのでいいのですが、23 区の区域は広域が外れた途端にばらばらになってしまう。果たしてばら

ばらになっていいのかということの議論が必要になってきますので、そういう意味では道州制と都

区制度は、両方きちんと考えていかなければいけないということです。 

 もう１つ、逆に都区制度をなぜ考えなければいけないかというのは、道州制を展望してというこ

とではなく、今現に特別区の区域というのは東京大都市地域として存在している。この存在してい

る大都市地域の自治制度をどうつくるのかということについては、常に答えを探っていかなければ

ならないということです。今の制度のままでいいのか、あるいは変えるべきなのかという議論も含

めて、今、住民たちに責任を持てる制度として成り立っているのか成り立っていないのか、成り立

たせるのか成り立たせないのかという議論を常にしていかなければいけない。そういう意味で都区

制度というのはこれまでもずっと議論が行われてきました。そのようにご理解いただけるとありが

たいと思います。 

 

＜７月５日＞ 

【質問】 実は私はずっと市民活動を続けておりまして、そのときから思っていたんですけれども、
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例えば清掃事業の移管についても、事務としては 100％の移管にはなっていませんし、教育委員会

も、各区に教育委員会があり、東京都に教育委員会があり、そして、この建物の中の人事・厚生事

務組合の中にも教育委員会があるのです。それぞれ教育委員会というのがあって、何がどうかとい

うのもわからない。 

 実際に暮らしていると、消防庁は東京都が持っていますが、保健に関しては各区がきちんと持っ

ていて、そこの連携を図ったほうがいい場合にも、縦割りなので連携が図れません。例えば、私は

世田谷ですが、世田谷でいうと京王線などのいろいろな問題の説明会などに行ってみますと、例え

ば道路に関しては東京都とか、国とか、そこの近くに何かをつくるとなるとそれは区とかいうこと

で、暮らしている市民にしてみれば同じ地域のことなのに、権限が違うことによって説明会がばら

ばらだったり、１つの説明会でも説明されなかったりということがあって、とても使いにくいとい

うことがあります。 

 それから、今お話しいただいたようにいろいろ調整をしていますが、その内容というのは市民が

暮らしている中で使いやすいかどうかということではなくて、行政間の間でやりとりをやっている

ような感じがとてもしてしまうし、その内容について議会の意見を吸い上げて調整をするとか、都

と区の間で話をしているとか、そういう様子というのが全然伝わってこないのですが、そういうこ

とを実際にされているのかどうか。その辺、伺ってみたいところです。 

【回答】 たぶんおっしゃることは、それぞれ市民生活の実感としてあることだと思います。もと

もと分権改革という動きは、今おっしゃるとおり、現地でできるだけ総合化して、住民のコントロ

ールのもとに行政活動が行われるようにしていくという方向性をどこまで追求できるかということ

で、命題が掲げられているわけです。そうすると、どうしても基礎自治体のレベルで、一番住民に

近いところに権限があって、かつ、縦割りではなく、現地で総合化できるような、そういう態勢を

目指していきたいということになります。 

 そういう方向で目指しているものが、果たして実現できているかというと、まだまだ課題が多い

ので、そういうことをいろいろ分権改革とか称してやろうとしているんですけれども、一方で、そ

うはいっても、すべて基礎自治体で解決できるかというと、基礎自治体の区域を超えて調整しなけ

ればいけないような広域的な課題もあるので、どうしても広域的な団体も必要になる。あるいは、

究極のところ、国という全国レベルものも必要になる。ですから、当然それぞれの分担ということ

を定めながら、それぞれの役割を果たしていくということが必要になってくるわけです。 

 そういうことの中で、では地域で国の役割と都の役割と区の役割とあったときに、それぞれがば

らばらでいいのかというところは、できるだけ区が住民の立場に立って都や国に働きかけて調整を
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して、できるだけ区の中で総合的にできるようにする努力もしていかなければいけないということ

なのだと思います。それがうまく機能するかしないかというのは非常に難しい問題で、ケース・バ

イ・ケースで、事業の性格だとか、いろいろな問題で難しい問題はあるでしょうけれども、少なく

とも目指す方向としてはそういうことだろうと思います。 

 それぞれの区でもそういう努力をしながらやっていると私は思っているのですが、制度としてど

うつくっていくかということと、現に今どういう状態であるか、現にある状態の中でできるだけ調

和させるにはどうしたらいいか。その２つの努力が必要なのだろうと思っているところです。 

 今おっしゃられた調整のあり方について、できるだけ住民の視点で、住民が使いやすい仕組みに

していくための調整を行う。あるいは意見を聞きながら行うというのはもちろん重要なことだと思

いますが、先ほどご説明した、例えば都と区の間で協議をするといったときには、１対１ではなく

１対 23 ということになりますので、23 区の意見を集約しながら東京都と当たっていくということ

になるわけです。もちろんある地域のことについては、その区と東京都とで調整すればいいという

ものもあるのですが、今日お話ししたのは 23 区全体にかかわるものをどう調整していくかという

ことです。これはそれぞれの区の中で議会とか住民とのかかわりの中で議論されていることを持ち

寄っていただいて、それを 23 区の見解として都にぶつけていくということをやっていきますので、

その場面だけ取ると 23 区と離れているのではないかと見られるのですが、我々の認識としては、

それぞれの区で議論が行われてきたものを集約してやっているということですので、意図としては

おっしゃるようなことを目指している。それがなかなか実感として受け取っていただけないという

ところは反省点としてあるだろうと思っているところです。そういうふうにご理解いただけるとあ

りがたいと思います。 

【質問】 その中で清掃事業なんかは、特に今、途上だと思うんですが、一部事務組合の中に入っ

ているものができてしまったことによって、区民からいろいろなことを聞かれても責任の所在があ

いまいになってしまっている。区民だけではなく、議会で聞いたときも責任の所在はどこなのかと

いうのが非常にあいまいになってしまって、はっきりしないというのはとてもよくないことだと思

うのですが、その辺はどう考えたらいいのか。責任の所在を明確化するというのは移譲のときも一

番重要なことだと思いますが、どう考えたらよろしいでしょうか。 

【回答】 清掃一部事務組合のあり方については、たぶんいろいろなご意見があると思います。一

部事務組合であることによって、区に権限が来ていない。一部事務組合を解散して、各区それぞれ

がすべて責任を持つべきだというご意見ももちろんあると思うのです。ただ、今のつくり方という

のは、清掃一部事務組合というのは区と関係ない団体ではなく、23 区が共同して設置している団
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体であるということで、23 区が全体として責任を持つ態勢として、今の清掃事業全体を組み立て

ているわけです。ですから、清掃工場についてもすべての区に、その区の需要を満たすものを建て

ていくということをやらないで、全体で管理するということにしている。それで一部事務組合が今

存在しているわけです。両方の見方があると思います。 

 大体行政のあり方というのは、その区のやるべきことについては責任を持つけれども、責任の持

ち方として、みずからやる場合と、共同してやる場合と、２つある。共同してやるものとして今、

一部事務組合を構成している。こういう関係になっているわけです。そうすると、一部事務組合に

ついてどのようにコントロールするかについては、各区が一部事務組合に対してきちんとものを申

したり、あるいは、一部事務組合だけで独立しているわけではありませんで、議長さんたちが一部

事務組合の議員になったりもしています。そういう中でいろいろな意見をぶつけていって、最後は

23 区の中で合意をしなければ、一部事務組合として勝手なことはできない仕組みになっています

から、そういうことで問題を解決していくことになるのではないかと思います。 

 ご意見はさまざまありますので、それがいいか悪いかということを私は申し上げているのではな

く、今の仕組みはそういうことで組み立てられているということでご理解いただければと思います。 
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